
１．山梨県の都市づくりを取り巻く状況の変化

防災

・自然災害

32

・近年、東日本大震災や広島土砂災害、熊本地震などにより、各地で甚大
な被害が発生。
・本県においても、東海地震の地震防災対策強化地域に指定されているほ
か、都市計画区域内には浸水想定区域や土砂災害警戒区域などが指定
され、引き続き災害に強い都市づくりが必要。

資料：国土数値情報

図 浸水想定区域・土砂災害警戒
区域等の状況

図 東海地震
の地震防災
対策強化地
域図

資料：内閣府

図 県内の断層帯

資料：政府地震調査研究推進本部

（曽根丘陵断層帯）
（糸魚川-静岡構造線

断層帯）

断層帯



１．山梨県の都市づくりを取り巻く状況の変化

法改正

・都市再生特別措置法（H26.7改正）

資料：国土交通省 HP 33

・人口減少、高齢化時代に対応した「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」
の都市構造を構築していくために、立地適正化計画制度が創設。
・同制度を活用することで、居住機能や商業・医療・福祉などの都市機能の
立地を緩やかにコントロールしていくことが可能になる。
・策定主体は市町村であり、県内では3市が策定に向けて取り組み中。



１．山梨県の都市づくりを取り巻く状況の変化

法改正

・地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（H26.5改正）

資料：国土交通省 HP 34

・立地適正化計画とあわせて、持続可能な地域公共交通ネットワークの再
構築を図るため、地域公共交通網形成計画等の作成を通じた国による支
援制度が創設された。
・策定主体は市町村であり、県内では1市で策定。
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１．山梨県の都市づくりを取り巻く状況の変化

法改正

・地域再生法（H27.6改正）

・中山間地等において持続可能な地域づくりを推進するため、生活、福祉
サービスを一定のエリア内に集め周辺集落と交通ネットワークで結ぶ「小
さな拠点」（多世代交流・多機能型）形成を支援する制度を創設。
・市町村が地域再生土地利用計画に集約する施設を設定。

資料：内閣府HP



・「エネルギー供給力」「景観・農業力」「安心・防災力」をこれからのやまな
しを支える３つの力と捉え、この３つを高めていくことにより、「輝きあんし
ん プラチナ社会」を創り上げていくこととしている。

１．山梨県の都市づくりを取り巻く状況の変化

計画

・ダイナミックやまなし総合計画（H27.12策定）

36

●地方創生の効果的な推進

●災害に強い県土・地域づくり ●利便性の高い交通網の整備

●地域資源を最大限に活かす観光の推進 ●豊かな森林資源の利活用
●高品質化・販路開拓による儲かる農業の展開
●活気に満ち溢れた農山村の創造 ●個性あふれる地場産業の振興
●にぎわいを生み出す商業・中心市街地の活性化

●県経済を牽引する基幹産業の発展 ●自立・分散型エネルギー社会の構築
●産業を担う人材の育成と確保 ●中小企業の成長と持続的な発展

●安心して子どもを生み育てられる社会づくり
●個性と学力を伸ばす教育の充実 ●スポーツ・文化の振興と魅力の発信

●生涯現役で活躍できる社会の創出 ●安心して暮らせる地域づくり
●県民の健康増進と医療の充実 ● 「やまなしライフ･ワークスタイル」の推進
●魅力あふれる景観・環境づくり

アクションプラン



・H26.10にリニア中央新幹線（品川～名古屋）の工事実施計画が認可。
・本県では甲府市南部に山梨県駅が設置され、H39に開業の予定。
・東京へは25分、名古屋へは40分で結ばれることとなる。

１．山梨県の都市づくりを取り巻く状況の変化

計画

・リニア中央新幹線

資料：国土交通省 HP 資料：ダイナミックやまなし総合計画 37



・リニアを活用した県土づくりの基本的な指針として策定。
・将来像として、”新たなライフスタイルの展開”や“地域資源を生かした多
様な観光の進展”を掲げるとともに、県土づくりのイメージとして、”リニア駅
周辺整備”や”拠点間の交流や連携を図る軸”を位置づけ。

１．山梨県の都市づくりを取り巻く状況の変化

計画

・山梨県リニア活用基本構想（H25.3）

38



１．山梨県の都市づくりを取り巻く状況の変化

計画

・リニア環境未来都市整備方針中間素案（H28.10）

39

・リニア駅周辺における「リニア環境未来都市」の創造に向けた整備方針と
して、リニア駅周辺、リニア駅近郊などの取り組みを明示。
・リニア駅周辺は、交通結節機能や観光・交流機能などを導入。
・リニア駅近郊は、定住促進や産業振興などを目指す。
・今年度中に「リニア環境未来都市整備方針」を取りまとめる予定。

図 駅周辺と近郊の範囲 図 駅周辺平面図



・利便性の高いバス交通ネットワークの構築に向け、交通政策会議におい
て、本県のバス交通の在り方について検討中。
・基本理念として、「子どもや高齢者などの交通弱者や観光客等の移動手
段を確保するとともに、リニア中央新幹線の開業を見据え、リニア駅から
県内各地への円滑な移動を確保するため、利便性の高いバス交通ネット
ワークを構築する。」こととしている。

１．山梨県の都市づくりを取り巻く状況の変化

計画

・バス交通ネットワーク再生計画（検討中）

40

H28.5.23交通政策会議資料
（県内のバス交通の目指すべき方向性の概要）

H28.7.22専門部会資料
（リニア駅と県内各地とを結ぶバス交通について）



１．山梨県の都市づくりを取り巻く状況の変化

現行MP策定からの変化のまとめ

41

人 口 ・昭和町など一部で増加しているものの、県全体では減少しており、今後とも人口減少・高
齢化が一層進展することが懸念される。

産 業 ・農家や経営耕地面積が減少し、農業の衰退が懸念される。
・小売業の販売額が減少。一方で市街地外に大規模店舗が立地しており、中心市街地の
一層の衰退が懸念される。

土地利用 ・同一行政区域内の統一されない土地利用規制が続いている。
・市街地での人口密度の低下による、都市機能の維持が困難になることが懸念される。
・調整区域や白地地域の開発が続いており、市街地の低密度化と市街地外の無秩序な宅
地化が懸念される。

交 通 ・道路ネットワークの整備が進んでおり、産業発展や交流拡大が期待される。
・自動車保有が増加しており、公共交通の衰退と自治体への負担拡大が懸念される。

生 活 ・通勤通学や購買などの生活圏は、広域化が進んでいる。
・人口減少に伴い、重複する都市機能の再編や集約化が求められる。

観光・交流 ・富士東部圏域を中心に観光客数は増加しており、今後とも地域振興をけん引する役割
が期待される。

防 災 ・地震や洪水による浸水、土砂災害など自然災害に強い都市づくりが求められる。

法改正 ・コンパクトシティ・プラス・ネットワークの都市構造への再構築が求められている。
・立地適正化計画により、居住機能や商業・医療・福祉などの都市機能の立地を緩やかに
コントロールしていくことが可能になる。

計 画 ・H39にリニア中央新幹線が開業予定。
・交通結節点となるリニア駅周辺及びその近郊における「リニア環境未来都市整備方針」
を検討中。



２.県マス・区域マスの関連施策の
実施状況

42



２．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

土地利用方針

43

（広域拠点）土地の高度利用、都市機能の複合化の促進

甲府紅梅地区第一種市街地再開発事業

・施行面積 ：0.56ha

・事業期間 ：H18～H23年
・高さ ・ 階数 ：約73m・地下1階、地上20階
・延床面積 ：約36,400㎡
・建物用途 ：商業 8,800㎡

駐車場 12,500 ㎡
専門学校 3,500 ㎡
住宅 11,600 ㎡ （104戸）

➤広域拠点では中枢業務機能、高次の医療、多様なニーズに対応した教育、文化、商業等の都市機能の集約を図る上
で、都市機能の複合化も可能な土地の高度利用を積極的に進め、必要に応じて高度利用地区、高度地区等の地域
地区を指定するなど、活力ある都市空間を形成するための土地利用を図る。

・市街地再開発事業の推進等により、高度利用や都市機能の複合化を推
進している。

甲府中央一丁目地区優良建築物等整備事業

・施行面積 ：0.24ha

・事業期間 ：H26～H29年
・階数 ：地下1階、地上14階
・延床面積 ：10,952㎡
・建物用途 ：住宅(124戸)、店舗

資料：甲府市HP

※点線内は現行マスタープランで記載している文章



２．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

土地利用方針

44

（広域拠点）土地の高度利用、都市機能の複合化の促進

甲府駅周辺土地区画整理事業

・施行面積 ：21.9ha

・事業期間 ：H3～H35年
・施行者 ：甲府市

➤広域拠点では中枢業務機能、高次の医療、多様なニーズに対応した教育、文化、商業等の都市機能の集約を図る上
で、都市機能の複合化も可能な土地の高度利用を積極的に進め、必要に応じて高度利用地区、高度地区等の地域
地区を指定するなど、活力ある都市空間を形成するための土地利用を図る。

・その他、土地区画整理事業や駅前広場の再整備などにより、拠点の魅力
向上を進めている。

甲府駅南口周辺地域修景計画

・概要：甲府駅南口周辺地域において県都の玄関口にふさ
わしい、まちなみ景観の向上を目的とした修景計画。

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

図 甲府駅南口周辺地域の景観形成方針図
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

土地利用方針

（地域拠点、既存都市機能立地地区）都市機能の集約促進
➤地域拠点、既存都市機能立地地区では、行政、医療、教育、文化、商業等の多様な都市機能のうち、複数の都市機
能が集約可能な比較的高密度な土地利用を図るとともに、地域の独自性や周辺の都市機能の立地状況を十分考慮
し、拠点範囲とその周辺の土地利用を総合的に計画する。

山梨市駅周辺

・概要 ：山梨市駅北側の約5.8haの地区において
土地区画整理事業を実施。

・施行期間：H5年度～H28年度
・施行者 ：山梨市

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

・その他、土地区画整理事業などによる基盤整備や、良好な景観の形成と
ともに、商業施設の誘導などにより、拠点の魅力向上を進めている。

石和温泉駅周辺

・概要 ：石和温泉駅南側の約
13.0haの地区において土
地区画整理事業を実施。

・施行期間：H4年度～H30年度
・施行者 ：笛吹市

（施行前）

（施行後）

韮崎駅周辺

【既成市街地内の複合商業施設】

・概要 ：韮崎駅東側の既成市街地内に民間
事業者による複合商業施設を整備。

・店舗面積：約18,000㎡ ・開業 ：H21年4月

【既存ストックを活用した公共施設整備】

・概要 ：韮崎駅の閉鎖した商業施設を再生
し、地域交流センター、子育て支援
センター、図書館機能等を整備。

・開設 ：H23年9月

資料：韮崎市HP

資料：山梨県HP
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

土地利用方針

（地域拠点、既存都市機能立地地区）都市機能の集約促進
➤地域拠点、既存都市機能立地地区では、行政、医療、教育、文化、商業等の多様な都市機能のうち、複数の都市機
能が集約可能な比較的高密度な土地利用を図るとともに、地域の独自性や周辺の都市機能の立地状況を十分考慮
し、拠点範囲とその周辺の土地利用を総合的に計画する。

・上野原市では、地区計画により秩序ある土地利用を誘導するとともに、複
合施設整備により都市機能の集約化を推進している。

シビックゾーン周辺地区地区計画

・地区面積 ：約16.8ha

・策定時期 ：H26.12.15

・土地利用方針 ：上野原市の中心として市民生活を支える

公共・公益施設や病院、学校といった都市
機能が集積した市街地の形成に向けた土
地利用を誘導する。

・制限項目 ：建物高さ、最低敷地規模、壁面位置等

上野原市総合福祉保健センター

・整備箇所 ：市役所、市立病院、学校などが集積するシビックゾーン内

・事業概要 ：福祉・保健・介護・子育て等のサービスの一元的な提供が
行える機能を備えた拠点施設として(仮称)上野原市総合福
祉保健センターの整備を進めている。

資料：(仮称)上野原市総合福祉保健センター基本構想(案)

図 整備位置図 図 基本機能の構成概念図

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

資料：上野原市HP
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

土地利用方針

（非線引き白地地域）非線引き都市計画区域の白地地域の土地
利用

都市計画区域名 都市名 名称 面積 地域地区 土地利用の方針 決定年月日

市川三郷 市川三郷町 山王地区 約1.9ha 無指定 土地区画整理事業と一体となった秩序
ある良好な住宅地の形成を図る。

H25.5.10

富士川町 山王地区 約2.9ha 同上 H25.5.15

南アルプス 南アルプス
市

あやめが丘
地区

約9.9ha 無指定 低層住宅を主体とした良好な住宅形成
を図る地区とする。

H26.11.20

南アルプス市あやめが丘

➤非線引き都市計画区域の白地地域について、特定用途制限地域や地区計画制度などを活用することにより、秩序あ
る土地利用を誘導する。

・良好な居住環境を保全していくために、非線引き白地地域において地区
計画を活用した秩序ある土地利用の誘導が進められている。

表 近年の非線引き白地地域の地区計画の指定実績

資料：南アルプス市HP
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

交通体系の整備の方針

・甲府都市圏における交通の円滑化と、周辺地域の連携強化などを図って
いくため、新山梨環状道路の東部、北部区間や中部横断自動車道の整備
を推進している。

図 新山梨環状道路位置図

➤広域圏域及び県外との交流、連携、支援の強化のために重点的に圏域間や県外を結ぶ軸となる道路の整備を行う。

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

圏域間や県外を結ぶ軸となる道路の重点的な整備

注）図示事業は事業主体が県以外の
事業も含みます。

注）県以外の事業については、供用目
標が示されていない場合、県の要
望に基づき記載しています。

資料：山梨県社会資本整備重点計画
（第三次）（H27.12）
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

交通体系の整備の方針

・バイパス整備等により、交通混雑の解消や災害時の避難ルート確保を推
進している。

【一般国道137号吉田河口湖バイパスの概要】

項目 内容

供用開始 H27.3.27

計画
諸元

延長 2.8km

幅員 6.5(10.0)m

道路規格 第3種第2級

【西関東連絡道路Ⅱ期の概要】

項目 内容

供用開始 H26.12.22

計画
諸元

延長 2.3km

幅員 8.5m

道路規格 第3種第2級

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

資料：山梨県HP

圏域間や県外を結ぶ軸となる道路の重点的な整備
➤広域圏域及び県外との交流、連携、支援の強化のために重点的に圏域間や県外を結ぶ軸となる道路の整備を行う。
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

交通体系の整備の方針

公共交通機関の利便性向上
➤鉄道やバスなどの公共交通機関の利便性向上や、拠点等の市街地において公共交通機関を補完する自転車交通環
境の整備を積極的に図る。

・駅舎や自由通路、駅前広場などの整備により、交通結節点の機能向上を
推進している。

図 石和温泉駅周辺整備全体計画図表 石和温泉駅周辺整備概要

項目 内容

供用開始 H28.2.12

事業内容 ・駅舎改築
・南北自由通路の整備
・観光案内所の整備
・北口駅前広場の整備
・北口アクセス道路の整備 等

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

資料：笛吹市HP
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

交通体系の整備の方針

公共交通機関の利便性向上
➤鉄道やバスなどの公共交通機関の利便性向上や、拠点等の市街地において公共交通機関を補完する自転車交通環
境の整備を積極的に図る。

・交通結節点の他、自転車駐車場や自転車道の整備など公共交通を補完
する機能の整備もあわせて推進している。

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

表 自転車駐車場の整備状況（甲府市管理） 自転車駐車場の状況（甲府駅南口第一）

名 称 面積（㎡） 収容数 用途 供用年 権利

甲府駅北□
第一自転車駐車場

1,236.92 1,020 自転車 H19.10 市有地

甲府駅北□
第二自転車駐車場

552.00 307
自転車・
バイク

H22.8 市有地

甲府駅南口
第一自転車駐車場

1,437.00 977
自転車・
バイク

H27.6 県・市

甲府駅南口
第二自転車駐車場

1,216.12 777
自転車・
バイク

H28.3 県・市

甲府市桜町
自転車駐車場

200.00 244
自転車・
バイク

H10.10 借地

酒折駅北口
自転車駐車場

328.00 197
自転車・
バイク

H21.4 市有地

酒折駅南口
自転車駐車場

265.00 176
自転車・
バイク

H21.4 市有地

計 5,235.04 3,698 資料：甲府市
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

交通体系の整備の方針

都市計画道路の見直し
➤長期にわたり未整備となっている都市計画道路については、目指すべき県土構造やまちづくりとの整合性を図り、将
来交通需要への適切な対応、より効果的・効率的な整備を行うため、計画の変更・廃止を含めて市町村と連携しなが
ら見直し等について検討を行う。

・甲府市、韮崎市などにおいて、長期未着手の都市計画道路の見直しを
行っている。

図 韮崎市の見直し路線表 韮崎市の見直し路線の概要

項 目 内 容

告示日 H28.2.8

見直し
路線概要

（廃止）
・3.6.7高等学校前通り線(W=9m)
・3.6.8高等学校横通り線(W=9m)
（一部廃止）
・3.5.1本町絵見堂線（W=12m,L=160m）
・3.5.5南下条北下条線(W=12m,L=300m)
・3.5.6市役所通り線(W=12m,L=650m)
・3.6.3東裏通り線(W=9m,L=510m)

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

存続区間：

廃止区間：
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

下水道の整備の方針

下水道の見直し
➤人口減少等の社会情勢の変化から、費用対効果が低下していることや厳しい財政状況等により整備に相当の年月が
かかることなどを考慮し、地域住民への説明責任を十分果たす中で、下水道事業以外の手法により公衆衛生の向上
及び公共用水域の水質保全を図るような都市計画下水道の変更についても必要に応じて検討していく。

・下水道事業の推進により、下水道普及率は年々増加しているが、中心的
な市街地内でも未整備地域が残されている。
・整備区域の見直しも行われており、効率的な事業推進が必要。

表 区域別の計画・供用面積（排水区域）

図 山梨県の下水道普及率（対人口）

53.1 55.4 57.5 58.9 60.1 61.1 61.8 62.5 63.6 64.4 64.9

0

20

40

60

80

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

(%)

市街化・用途・DID内 市街化・用途・DID外 市街化・用途外

計画 6,165ha 3,873ha 14,061ha

供用 4,344ha 2,323ha 6,766ha

供用率 70.5% 60.0% 48.1%

※大月、上野原都計は区分不能のため除く

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

図 甲州市下水道整備区域見直し状況

甲州市では、土地
利用状況の変化や
地域住民の公共下
水道での生活環境
の改善意志の確認
等を踏まえたうえで
、排水区域の一部
削除と合併浄化槽
への整備手法変更
を行うとともに、公共
下水道事業として一
体的整備が望まれ
る家屋過密地区に
新たな排水区域を
定めた（総面積
136ha減、H26.2.28

告示）。

資料：甲州市

資料：山梨県HP

資料：都市計画基礎調査

143.2ha減7.2ha増加 計136.0ha減



浸水戸数98戸

0戸

（戸）
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

河川の整備の方針

洪水被害に対する治水安全度の向上
➤河川の掘削、護岸、築堤等の河川改修を図るとともに、流域内での雨水の流出を抑制する貯留浸透対策等を進め、
治水安全度の向上を目指す。

・浸水被害の解消を図る広域河川改修事業をはじめ、都市部の治水安全
度の向上が図られている。

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

事業実施による水位低下

浸水戸数

藤川

河川改修により同規模の降
雨による水位が約60cm低下
し浸水被害を解消

藤川
浸水家屋（戸）

床上 床下

H12.9豪雨 31 67

国道４１１号

ＪＲ中央本線

護岸工

藤
川

至 石和温泉

至 甲府
ＪＲ身延線

凡例
H27以前
H28当初
H29, 30

①

平面図

護岸工
函渠工

① 浸水状況写真

：H12.9出水浸水範囲

事業効果

資料 山梨県治水課
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2．県マス・区域マスの関連施策の実施状況

自然的環境の整備又は保全の方針

美しい田園景観の保全
➤甲府盆地のぶどう棚、もも畑、すもも畑等の果樹園、盆地周辺部や県南部地域に見られる棚田など、四季を感じさせ
てくれる美しい田園景観を、地域の財産として積極的に保全していく。宅地開発の進行等に対しては、土地利用コント
ロールなどのあり方も十分検討していく。

・県では富士山の美しい景観と調和のとれた開発を実現するため、「富士
山景観配慮条例」をH28.6.24より施行。
・また、県内26市町村が景観行政団体に、23市町村で景観計画が策定済
み（H28.4.1時点）となっており、景観形成への取り組みが進んでいる。

※点線内は現行マスタープランで記載している文章

図 市町村の景観計画策定状況

資料：山梨県HPより作成

図 富士山景観配慮地区

※富士山景観配慮
地区は、茶色で着
色した部分に該当
する土地の区域の
うち山梨県の区域
に属する区域であ
る。



３.現在のマスタープランの課題
について
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・現在のマスタープランに示された方針に基づいて、都市づくりが進められ
ているものの、人口減少など社会的環境は厳しさを増しており、継続的な
取り組みが必要。

３．マスタープラン改定にあたっての検討課題

マスタープラン改定にあたっての検討課題

・既往の課題
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表 現行マスタープランにおける基本的課題

１）人口減少・超高齢社会における今後の都市のあり方に関する課題

２）都市経営コストの最適化に関する課題

３）安全・安心な暮らしへの備えに関する課題

４）産業構造変化への対応に関する課題

５）豊かな自然環境の保全に関する課題

６）観光交流・都市間交流等の促進に関する課題

７）行政体が広域化する流れの中での特性づけの確保に関わる課題

８）県民のニーズにあったまちづくりに関わる課題



３．マスタープラン改定にあたっての検討課題

マスタープラン改定にあたっての検討課題

・新たな課題
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②リニア開業を見据えた都市づくりについて

➤本県では、現在のマスタープランから”都市機能集約型都市構造“を
掲げ、これまで推進してきた。国でもコンパクトシティ・プラス・ネット
ワークを掲げ、立地適正化計画制度が創設されるなど、集約型都市
構造への取り組みがより一層求められるところである。
➤しかしながら、依然として市街地外での開発は続いており、目指すべ
き都市構造の実現に向けた実効性の確保が課題となっている。
➤今後、県内においても立地適正化計画を作成する市町村の増加が予
想されるが、本マスタープランは市町村の上位計画として、どのような
広域的な都市構造を示していくべきか？

①立地適正化計画に関する広域的調整のあり方

➤H39年に開業が予定されているリニア中央新幹線は、本県において
も産業振興や交流拡大の大きな契機となることが期待されるが、その
インパクトを最大化するために、交通結節点となるリニア駅周辺を本
県の目指すべき将来の都市構造の中に位置づけていく必要がある。


